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書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度

1 事業の成果

2022年度は、団体として (1)カナグISPAと の連携強化、 (2)経理内容の改善、のために、その運営方針に於いていくつかの改革
を行つた。その結果として、特に (2)(こ 関してはこれまでの負債を解消し、今後の活動に向けて経済的な基盤を構築すること力崎きた。
「クルージングライフスタイル・クルージングスポーツを通じた教育及び国際交流事業」の中核となるISPAヤ ングマリナープログラムに関して
は、計画していた二つのコースがCOVID-19の 影響により中止を余儀なくされたが、キールボートコースでは支援者からの援助をいただき、
戦禍を逃れて日本に避難している若者を含めた在日ウクライナ人と日本人との間で、社会的にも意義深いプログラムを主催することができ
た。このプログラムの

'夕加者は、2023年 ISPAヤングマリナープログラムを主体的に設計する活動を続けており、2022年からスクールアッ
プしたプログラムを2023年夏には開催する予定である。

カナダISPAで は、「プログラムスタングードの維持に関する事業」に相当する分野で先駆的なオンライン学習を開発、提供を始めてしるが、
その普及準備のために貢献した。オンラインコースの普及は、今後団体の経済基盤の強化に寄与することとなる。

2 事業の実施に関する事項

特定非営利活動に係る事業 (事業賣の総費用【2′ 213】 千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円 )

クルージングライフスタイル・

クルージングスポーツに関す

る広報、啓蒙、情報提供

事業

過去 2年間 COVID-19の影響で開催

できなかつたISPA Japanチャリティー体

験セーリングを、春、秋の二回開催した

このイベントの参加者の中からは、その後

ISPAスクールを受講し、団体の会員の

なる人も現れ、ライフスタイルの啓蒙に貢

献した。

通年 横浜 40人 一般市民 100人 336

クルージングライフスタイル・

クルージングスポーツに関
する調査研究及び政策
提言事業

石川県と同県七尾市が進めている 「マ

リーナ構想」に関し、マリーナ調査などヘ

の同行を含めた協力活動を行つた。

通 年 2人 一般市民 10人 85

クルージングライフスタイル・

クルージングスポーツ(に関す

るセミナー等の開催事業

英匡I Sall Tlralning lnternational主

催の帆船レースに日本から若者を送り

(費用の一部はオマーン政府 (こよる奨学
金で補助 )、 帰国後、団体会員向けの

ウエビナーにてその体験を共有した。

通年

欧州

全国各

地

3人 一般市民 60人 85

クルージングライフスタイル・
クルージングスポーツを通じ
た教育及び国際交流事
業

在日ウクライナ大使館の協力の下、日本
とウクライナの1雪者に文Iする ISPAヤング
マリナープログラムを開催した。複数のマス
メディアにも取り上げられ、社会的にも参
加者の経験的にも、意味のあるプ0グラ
ムとなつた。参加者が中心となり、2023
年のプログラムを計画中である。

通 年

全国

各地
15人 希望者 20人 1,367

クルージングライフスタイル・
クルージングスポーツを通じ
持続可能な開発目標に
貢献するための事業

パートナー団体である Sail Taining
lnternatlonalで の担当変更もあり、団

体としての活動は限定された。2023年
度の展開に向け、準備を開始した。

通年 事務所 2人 希望団体 10人 85

インストラクター及びインス
トラクター指導員の養成に

関わる事業

カナダISPA(ま、日本に初めてとなるイン
ストラクターエノヾリュエイターを置いた。これ
を機に、日本国内において 2022から
2023にまたがり、インストラクタークリニッ
クが開催された。団体はこの活動を支援
している。

通年 2人 希望者 10人 85

プログラムスタングードの維

持に関する事業

オンライン]―スのノ(イ ロットランを,こ援し、
オンラインコースコンテンツの精査と有効
性の検証を行う補助をした。これにより、
次年度からのオンラインコース本格導入
の基礎を築くことができた。

通年 事務所 4人 希望者 50人 170
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ISPA Japan

円 )

金   額 小計・ 合計

762,950

7,493,296

752,639

44

(1)ク ルージングライフスタイル・クルージングスポーツに関する広

報、啓蒙、情報誌提供事業

(イ ベント参加費収入)

(物品販売費費収入)

(2)ク ルージングライフスタイル・クルージングスポーツを通じた教育
および国際交流事業

(手数料収入)

(3)プ ログラムスタンダー ドの維持に関する事業

受取利息

A

1

寄

3
0

4

5

2 受

18 000

7 493

個人正会員受取会費

法人正会員受取会費

444,950

300,000

9,008,929

3,024

29,842

70,219

177,813

172,263

118,101

61,726

14,898

50,400

758,

449

7 250

756,000給料手当

コ ー ス

B

1

2

2

1

2

物販売上原価

会議費

消耗品費

保険料
支払手数料
広告宣伝費
通信費

事務用品費

教材購入費

給料手当

法定福利

保険料

租税公課

支払報酬料

2,212,985

84,272

84,000

272

287,211

371.483

2,584,468

A B 6.424.461

入

D

当 期 経 常 外 増 減 額 C ― 【D】 ②

6.424,461

法人税、住民税及び 0
-1,265,630

5,158,831



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ISPA Japan

の

1

5 162.1

4,806,612
191,610]
163,900i

現金預金

木収金

棚卸資産

A

の

(1 形 定

(2)無形固 資

長期貸付金

船舶運搬具

ソフ トウェア

(3)

2 固定資

その

5,162.182【A】 資 産 合 計 ①+②

固定

の

1

計 十

B-1

3351

0

3,351

未払金

預 り金

2 固定

長期借入金

債合計  ・・

B-2

当期 正味財産 減 額

前期繰越T
正

財産額

の

-1,265,630

6,424,461

5.158.831

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 5.162.182

円 )



16 28

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ISPA Japan

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
計基準協議会)に よっています。

(1)111卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は低価法により評価しています。原価は平均法により算出しています。
(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

NPO法 人会

2.事 業別損益の状況

ｎ
０

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

752,639

44

762,950

7,493,296

民
υ
　
Ｏ
υ
　
う
Ｏ
　

И
仕

752,639 8,256,290 9,008,929

756,000

2,449

84,000

272

840,000

2,721

758,449 84.272 842,721

29,842

70,219

177,813

0

172,263

118,101

61,726

14,898

50,400

756,250

0

19,757

3,454

264,000

29,842

70,219

197,570

3,454

172,263

118,101

61,726

14,898

50,400

756,250

264,000

1,451,512 287,211 1,738,723

2,209,961 371,483 2,581,444

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4.その他収益

経常収益計

Π 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費

人件費計
(2)その他経費

会議費

消耗品費

保険料

租税公課

支払手数料

広告宣伝費

通信費

事務用品費

教材購入費
コース運営費

支払報酬料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 -1,457,322 7,884,807 6,427,485

内容 首
‐
記残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

2、 848,932 756.250 2,092,682ヤングマ リナープログラム支援

合計 2,848,932 756,250 2,092,682
2023年度以降のヤングマリナープログラム
の運営支援のために供されます。

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

長期借入金 3,000,000 3,000,000

合 計 3,000,000 3,000,000

4.借 入金の増減内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金などの内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は、以下の通 りです。
当法人の正味財産は 5,158,831円 ですが、その内 2,092,682円 は、火器のように使途が特定されています。従っ
て使途が制約 されていない正味財産は 3,066,149円 です。

(単位 :円 )



5 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

経理に係る給料手当、法定福利費、旅費交通費、保険料については従事割合 (9:1)に より按分 しました。租税公
課、支払報酬料、雑費は管理費とし、上記以外のものを事業費としました。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ISPA Japan

(

金  額 /l\ gf 合   計

4,806,642

191,640

2

2, 820

191,640

未収金

預

Tシ ヤツ

フラッグバー ジ

42,940

120,960

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金①

みずほ銀行普通預金②
楽天銀行普通預金①

20,611

877,656

68,213

1,839,342

163,900

5,162,182

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,162,182

2

1

B-1

未払金

通信費

消耗品費

2,410

941

3,351

3,351

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,351

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【8-1】 5,158,831

A】 F i=

教材収入

棚卸資産



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人ISPA Japan

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

Й各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガす )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1

ツチヤ イプキ

上屋 伊吹

2022年 1月 1日

2022年 6月 30日

年

午

月   日

月   日

2 G二)・ 監事
ロバー ト セン ドー

ロノ`― ト セン ドー

2022年 1月 1日

2022年 12月 31日

年 月

月

日

日年

3 C3)・ 魔事
ムラセ ヤ スフ ミ

村瀬 保 文

2022年 1月 1日

2022年 3月 31日

年   月   日

年   月   日

4 (E)・ 監事
ナカムラ シュウジ

中村 秀治

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年  月  日

年   月    日

b (D)・ 監事

カノウ トモヒサ

加納 朋尚

(小原 朋尚)

2022年 12月 31日

年  月  日

年    月    日

6 (3)・ 監事
ミナ ミヤマ ヒロユキ

南山 宏之

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

`

'f t 7-" Y7 Y:1

浅沼 秀彦

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年   月   日

年  月  日

8 麺D・ 監事
ザマ イチロウ

座間 ―郎

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年   月 日

曰年   月

9 G)・ 監事
F+r ?' -7 +,,L

友員 衛

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

10 理事く五)
ホ/ダ タツヤ

本多 達也

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年   月    日

年  月  日

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

,

,

,

|

〇 鑑事
|

|

|

2o22+,tE31B I

C〕)・ 監事
|

|



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11

|

ネギシ テツオ

理事くこ)
根岸 鉄夫

2022年 1月 31日

2022年 12月 31日

年
口
¨
　

　

口月年

|

|



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ISPA Japan

氏   名

1
亀山恵理 子

2
岡田豪 二

3 村瀬保文

4 中村秀治

う

塘内文義

6
ロバー トセン ドー

7
山本龍雄

8
南山宏之

9 友員衛

10
座間一郎

|                         |

1設
立・事業報告用

|


